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＜環境経営理念＞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＜環境保全への行動指針＞

１ ．食品廃棄物の削減として、製品歩留まりの向上、原材料のロス削減に努めます。
また、食品リサイクル率の向上に努めます。

２ ．使用エネルギー削減により二酸化炭素排出量の削減に努めます。

３ ．適正な利用により水使用量の削減に努めます。

４ ．洗浄剤や殺菌剤など適正管理に努めます。

５ ．環境関連の法律・規制・条例・協定を遵守し、自主管理基準を定め環境保全活動に努めます

６ ．地域の環境活動に積極的に参加し、地域への貢献とコミュ二ケ―ションを図ります。

７ ．エコアクション21を全社活動とし、全従業員に周知徹底するとともに、活動結果について

環境経営レポートと通じ、社外にも公表致します。

2022年8月24日

代表取締役 中島　好夫

環境経営方針

　当社はフジパングループの一員として、品質のよいおいしい商品を一生懸命につくり、真心
を込めてお客様にお届けすると同時に、本業であるパンの生産を通じて、製品及びサービスに
係る環境影響を常に意識し、地球温暖化問題への取り組みや地域の環境活動に自主的・積極的
に取り組みます。
　安全・安心な商品を効率よく、無駄なく、タイムリーにお客様に提供することが当社の一番
の環境対策と考えて、従業員一丸となって継続的に改善活動に取り組んでまいります。

制定日： 2019年4月19日

改定日：
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□組織の概要 更新日：
（１） 名称及び代表者名

株式会社　エフベーカリーコーポレーション
代表取締役　中島　好夫

（２） 所在地

本社・大阪工場 大阪市西淀川区中島2丁目4番16号
名古屋工場 愛知春日井市明知町頓明1423－26
広島事業所 広島県東広島市志和流通1-30
兵庫事業所 兵庫県小野市匠台61番地
滋賀事業所 滋賀県犬上郡多賀町多賀252-2
岡山事業所 岡山県加賀郡吉備中央町加茂市場2100

（３） 環境管理責任者氏名及び担当者連絡先
責任者　 専務取締役 石川　稔哉 TEL：０６－６４７８－０２１１

担当者 施設部 加地　正英 TEL：０６－６４７８－０２１１

（４） 事業内容
 コンビニエンス向けパンの製造

（５） 事業の規模
売上高 億円 2022年度（2022年7月1日～2023年6月30日）実績

従業員　　　　　 名 名 名 名
延べ床面積　　　 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

従業員　　　　　 名 名 名 名 名
延べ床面積　　　 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

（６） 事業年度 7 月 1 日 ～ 6 月 30 日

□認証・登録の対象組織・活動
登録組織名： 株式会社　エフベーカリーコーポレーション
対象事業所： 本社・大阪工場

名古屋工場
広島事業所
兵庫事業所
滋賀事業所
岡山事業所

対象外： 無し
活動：  コンビニエンス向けパンの製造

□事業や製品（商品）の紹介

19,565.35 16,265.00

23.9

2023年7月5日

450 365 165

本社・大阪工場 名古屋工場 広島事業所

210 200 200 1,590
11,631.00 13,654.00 16,141.00 81,899.83

兵庫事業所 滋賀事業所 岡山事業所 合計
4,643.48

原材料や製法にこだわったパンのおいしさをお客様へお届けしたい。 そんな想いから生

まれた「セブン‐イレブンのオリジナルパン」。 それは、セブン‐イレブン・ジャパン様 がオリ

ジナルパン事業を展開するにあたり、他のコンビニエンスチェーンとの差別化を図るため、

製造してから少しでも早くお店に商品を並べられるよう、 １日２回、年中いつでもオリジナ

ルのパンをお客様へ お届けすることを目的として、創り上げられたシステムです。

株式会社 エフベーカリーコーポレーション は、セブン‐イレブン・ジャパン様の「オリジ

ナルパン」への想いをお客様へお届けするための橋渡しとして、「安全・安心・品質」にこ

だわり、たくさんの人に喜ばれるよう毎日フレッシュなおいしいパンを提供しています。
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□環境経営組織図及び役割・責任・権限表 更新日：

代表者

施設加地　/経理丸山

施設内藤

・決められたことを守り、自主的・積極的に環境活動へ参加

環境委員会

・環境管理責任者を任命

・環境経営方針の策定・見直し

役割・責任・権限

幹部会・役員会

環境事務局

代表取締役 中島好夫

工場長　他

専務取締役 石川稔哉

内部監査員

環境管理 責任者

2021年7月1日

・環境経営目標・環境経営計画書を承認

代表者（社長） ・環境経営に関する統括責任
・環境経営システムの実施に必要な人、設備、費用、時間等経営資源を準備

・環境関連の外部コミュニケーションの窓口
・環境経営レポートの作成、公開（事務所に備え付けと地域事務局への送付）

全従業員 ・環境方針の理解と環境への取組の重要性を自覚

・自部門に必要な手順書の作成及び手順書による実施
・自部門の想定される事故及び緊急事態への対応のための手順書作成
・試行・訓練を実施、記録の作成
・自部門の問題点の発見、是正、予防処置の実施

内部監査チーム ・環境に関する内部監査の計画

・代表者による全体の評価と見直し、指示

部門長 ・自部門における環境経営方針の周知

・環境経営レポートの確認
環境事務局 ・環境管理責任者の補佐、環境委員会の事務局

・環境負荷の自己チェック及び環境への取組の自己チェックの実施
・環境経営目標、環境経営計画書原案の作成

・環境経営レポートの承認
環境管理責任者 ・環境経営システムの構築、実施、管理

・環境関連法規等の取りまとめ表を承認
・環境経営目標・環境経営計画書を確認
・環境活動の取組結果を代表者へ報告

・環境に関する内部監査の実施・報告

環境委員会 ・環境経営計画の審議
・環境活動実績の確認・評価

・自部門の従業員に対する教育訓練の実施
・自部門に関連する環境活動計画の実施及び達成状況の報告

・環境活動の実績集計
・環境関連法規等取りまとめ表の作成及び最新版管理
・環境関連法規等取りまとめ表に基づく遵守評価の実施

大阪工場 広島事業所 名古屋工場 兵庫事業所 滋賀事業所 岡山事業所

管理本部生産本部 品質管理本部 施設部開発部
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□主な環境負荷の実績

単位
kg-CO2

※二酸化炭素排出係数 kg-CO2/kWh 電力会社の調整後の係数　　(全拠点共通)

□環境経営目標及びその実績

✕

✕
〇

〇
〇

原単位 ✕
✕

〇
〇

〇

〇
〇
〇

✕

※原単位の数値は、排出量(又は使用量)÷受注個数の数値です。

行動目標（次項による）

0.0003922
96%

環境に配慮した生産活
動

0.0004004原単位

1,493
97% 96%

0.00039630.0004141㎥/個 0.0004086

96%基準年度比 2020年 98%

384,798 352,137
97%98%

80% 80%
380,871

28,093,159

66%
1,5091,033.8

77%
ｔ 593 581 454

　再生利用以外の量

0

2,001

97%

96%
0.024

ｔ 1,555.6 1,524.5

上記二酸化炭素排出量合計

kg-CO2/個 0.034 0.023 0.034 0.033

都市ガスによる二酸化
炭素削減

0.035

14,562,243
基準年度比 2020年 98% 96%

原単位 kg-CO2/個

25,355,635

100%

141%

57% 97%

28,385,796
575

kg-CO2 29,263,707 28,678,433

29,889 43,056 29,584

1,276,330 1,287,976

100%100%

原単位

基準年度比 2020年

0.025 0.025 0.034 0.024
14,865,623 8,719,111 14,713,933kg-CO2 15,169,004

（実績） （目標）

評
価

基準値

基準年度比 2020年 98% 120% 97%

食品再資源化実施率

0

100%

0

0

0

0

kg-CO2 12,736,395 12,481,668 15,317,138 12,354,304

　廃棄物処理量

※上記二酸化炭素総排出量には、軽油の使用量も含まれています。

電力による二酸化炭素
削減

0

2024年

（目標）

12,226,940

　　　　　　　　  　年　度
　　項　目

（基準年) （目標）

2022年 2023年

項　目 2020年 2021年 2022年

二酸化炭素総排出量 31,921,930

562

水使用量

食品廃棄物

％

2,001

0.351

454593

廃棄物排出量

30,228,862 27,873,988

ｔ　一般廃棄物排出量

0

0

0

0

1,933

0

3,557 2,575　産業廃棄物排出量 3,557

　発生量
　発生抑制量
　再生利用量
　熱回収量
　減量量 0

ｔ

㎥

100%

1,736

100%

ｔ

0

1,7361,933

0

392,651 379,335 352,137

1,274,698
96%

kg-CO2/個 0.008 0.008 0.008 0.008 0.008
基準年度比 2020年 98%

一般廃棄物の削減

98%

食リ法目標

98%

廃プラの削減

水使用量の削減 ㎥

自動車燃料による二酸
化炭素削減

kg-CO2 30,499

基準年度比 2020年

化学物質の適正管理

LPGによる二酸化
炭素削減

食品廃棄物の発生抑
制・再生利用率の向上

自主目標

kg-CO2 1,327,810 1,301,254
96% 97%

行動目標（次項による）

392,651 376,945

100%

90%

29,279

569

96%

基準年度比 2020年

97%
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□環境経営計画の取組結果とその評価、次年度の環境経営計画
数値目標：○達成　×未達成
活動：◎よくできた　○まあまあできた　△あまりできなかった　×全くできなかった

電力による二酸化炭素削減

2020年

2022年

都市ガスによる二酸化炭素削減

取組紹介欄

2020年

2022年

LPGによる二酸化炭素削減

取組紹介欄

年
年

6月2月

取組結果とその評価、次年度の取組計画

12月 1月
122,960 103,670

3月2月

1月 3月

達成状況

2,710,517 2,618,670

○
・温水温度の適正化

数値目標
・ボイラー・加熱炉の空気比の適正管理

99,890 99,280

4月 5月

4月 5月

達成状況

113,880 106,470 104,270
113,010 100,930 102,770

567,139

LPG消費量の多い蒸気の使用削減に着目し、省エネに繋がるト
ラップをテストで使用していましたが、不具合が発生し、結果が実
らなかったが、生産工程短縮による機器停止は継続的に実施し
ている。

540,822 545,526549,832
325,924323,412 347,294 294,138

530,255 526,569

103,890
99,750 106,700 103,030 115,570

4,562,597 4,713,169 4,345,916

・生産工程の待機時間短縮

3,785,316 3,237,789

○

553,796

○

3,537,274 3,742,878

○

549,832

3,141,4352,835,629

322,764

2,533,326 2,835,629
3,125,122 2,812,673

299,627

12月

2,984,361

・事務所空調温度の適正化（冷房２８℃　暖房２０℃） ○

5月4月

取組結果とその評価、次年度の取組計画
取組結果とその評価

上半期は、大阪工場、岡山事業所が月次、累計共に達成できな
い状態でしたが、岡山事業所で実施した省エネ対策が効果を発
揮し、下半期は改善に繋がった。また全工場で、LED更新を実施
していることによりさらに改善できたが、大阪工場の影響で結果
が出ていない為、基準年度の見直しを検討する。

12月11月 6月9月8月7月

達成状況

10月

取り組み計画

LED照明への変更
○

6月

○

△

1月
3,532,121 3,796,153 3,097,045 2,792,0703,506,508

302,302 312,729 314,090
600,167 594,522
7月 8月

〇

3,206,724 3,198,030

この1年通して、名古屋工場筆頭にボイラ-の対する省エネ装置の導入
や、全工場、蒸気漏れ点検による削減など、大阪工場の特高化の影響
を除いても燃焼削減に取組み、結果を得ることができた。この取組みを
継続し、さらに削減できる様、活動を続けていく。取組結果を明確にする
ためには、コージェネ撤去関係が大きいため基準の見直しが必要

取組結果とその評価、次年度の取組計画

3,371,082

325,924

・蒸気・温水配管の保温修理

・不要照明の消灯

数値目標 ✕

・空気圧縮機のエア洩れ点検
・生産工程の待機時間短縮・機器停止 ○

554,167
323,891 335,740

9月 10月 11月
561,811

数値目標 〇
・ボイラー・加熱炉の空気比の適正管理 ○
・蒸気・温水配管の保温修理 ○
・温水温度の適正化 ○
・生産工程の短縮 ○

7月 8月 9月 10月 11月

99,170
115,760 116,690 119,060

達成状況

108,820 113,030 110,880 122,960 101,700

2月 3月

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

7
月

8
月

9
月

1
0
月

1
1
月

1
2
月

1
月

2
月

3
月

4
月

5
月

6
月

電力（kWh） 2020年 2022年

0

200,000

400,000

600,000

800,000

7月 8月 9月 10月11月12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月

都市ガス（㎥） 2020年 2022年

0

200,000

400,000

600,000

800,000

7月 8月 9月 10月11月12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月

LPG（kg） 2020年 2022年
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自動車燃料による二酸化炭素削減

取組紹介欄

取組紹介欄

2020年

2022年

一般廃棄物の削減

取組紹介欄

2020年

2022年

廃プラの削減

2020年

2022年

達成状況

38

4月1月 5月
48

6月

140 136
84

53 46 5152 51 53

129129129 121
6月12月 1月

90 88 80 91 74 86

取組結果とその評価、次年度の取組計画

2月

35

2月 3月

125

34

3月 4月

生産工程の数量管理に加え、生産個数も基準年の比べ減少して
いるので、その影響も大きい

12月

焼成工場の工程デジタル化により、紙による帳票を無くすことが
できた。この動きをまだ未導入工場に導入し紙の削減につなげて
いく

取組結果とその評価、次年度の取組計画

35 36 3542 39

5月

6月

1,018 1,150
1,2251,408

12月 1月 2月 3月 5月

1,157
1,157

4月

1,125 1,128
1,254

11月
1,219 1,287 1,042

1,043 1,095

○

数値目標
・アイドリングストップ
・効率的なルートで運行

取組結果とその評価、次年度の取組計画

○

✕ 現状、送迎回数は最低限に抑え、かつ、運転者へのエコドライブ喚起も
行っているが、劇的な削減には繋がっていない。来期以降、他企業（観
光や公共交通機関等）の取組みを調査し、自社への活用を模索してい
く。来期以降、社用車自体の寿命の問題も出てくる為、早期買い替え等
の上申も順次進め、ハード面での改善を図る。

○

達成状況

7月 8月 9月 10月

・省エネ運転（急発進、急ブレーキの回

896 1,093

△
・事務所ゴミ削減 △

○
・裏紙利用の徹底

数値目標 〇

・包材発注量の精度アップ △
・包装不良の削減 △
・分別の徹底

38

数値目標

・廃ダンボールのリサイクル化

48 48
40 42 39

10月 11月

達成状況

〇

○

・再資源化先の開拓 △

8月7月
137 130

9月 10月 11月

89 89 90 89 85
133

7月 8月
50 49

・分別の徹底

9月
47

○

122 118

1,240 1,582 1,925 1,528 1,101
1,030 743 783

0

20

40

60

7月 8月 9月 10月11月12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月

一般廃棄物（kg） 2020年 2022年

0

50

100

150

7月 8月 9月 10月11月12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月
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取組紹介欄

水使用量の削減

2020年

2022年

化学物質の適正管理

・事務消耗品のグリーン購入推進
・外国人実習生生活備品のグリーン購入推進

環境に配慮した生産活動

課題を解決しチャンスを活かす取組

△

達成状況

○

水量管理に於いて、不具合が生じる箇所は、展板洗浄等の洗浄
機関係が主な原因なので、そこに重点を置いて管理を実施してい
く

12月

○

6月

○
○

取組結果とその評価、次年度の取組計画

×
×

単価の安い商品を優先して購入したため、適合品への入替推進
が進まなかった。

32,191 30,917
4月 5月

33,503 31,721

取組結果とその評価、次年度の取組計画

毎日のロス管理、週一回の全体工業化会議等、製造ロスに対し
て、引き続き
対策を講じていく。

27,10429,454
31,511 32,517

27,706 29,219 29,086

〇

29,689

9月 1月 2月 3月
33,075

10月
32,78732,771

30,71229,58329,919 30,559
34,056

△

取組結果とその評価、次年度の取組計画

・加工ロスの削減

食品廃棄物の発生抑制・再生利用率の向上

予備数の削減

・原材料発注量の精度アップ

取組結果とその評価、次年度の取組計画

・燃費の良い自動車 ×

月1回の部門会議、幹部会議で、情報共有を実施し、問題に対し
て、対策を講じる
方法で、目標達成に対して活動を継続する。

・不良率低減（前期比９９％）

7月 8月

・節水弁取り付け
数値目標

・節水コマ

✕
○

・洗浄時の水の流し放しをしない

達成状況

○

0

数値目標

11月

0

○

・取扱い手順の見直し ○
○

達成状況

△
・顧客ご指摘削減（ゼロ） ○

取組結果とその評価、次年度の取組計画

HACCP、FSMSなどの教育機会を活用し、化学物質の適正管理
の重要性を従業員に対して周知徹底することができた。

・働き方改革（有給休暇５日／年取得１００％）

グリーン購入への取組み

達成状況 取組結果とその評価、次年度の取組計画

・稼働率向上（前期比９９％）

○
・人材育成、教育、研修 ○

・取扱い手順・ラベルの表示 ○
○・リスクアセスメントの実施

達成状況

○ 売上拡大は商品力のＵＰ、人材確保は階層別教育、働き方改革
の推進、求人活動に動画を活用することに取り組み中。・新製品・商品開発

○
達成状況

34,568 33,034

・事業継続のための人材確保

・代替物質の検討

29,648 29,458
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□工場の取組紹介

生産設備更新による
食品廃棄物発生抑制

照明LED化

室外機遮熱板による消費電力削減

【燃料による二酸化炭素削減取組】

排熱利用による燃焼使用量削減

【一般廃棄物の削減取組】

廃棄物　分別の徹底

焼成工場の工程管理デジタル化

【食品廃棄物発生抑制への取組】

【電力による二酸化炭素削減取組】
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□環境関連法規等の遵守状況の確認及び評価の結果，並びに違反，訴訟の有無
法的義務を受ける主な環境関連法規制は次の通りです。

空気圧縮機、送風機

□外部からの環境上の苦情・要請等

□代表者による全体の評価と見直し・指示
実施日：

環境経営方針 ☑ 変更なし □ 変更あり

環境経営目標・計画 ☑ 変更なし □ 変更あり

実施体制他 ☑ 変更なし □ 変更あり

□これまでの環境活動の紹介

□編集後記

消火訓練

小集団活動

分別の強化

本社及び各工場の責任者に電話確認の結果、社外からの環境に関連する苦情や要請等は、ありませんでした。

危険物の保管

環境関連法規等の遵守状況の評価の結果、環境関連法規制等は遵守されていました。

消防法（危険物）
フロン排出抑制法 業務用空調機・冷凍庫・冷蔵庫

2023年9月1日

食品リサイクル法の事業者ごとの基準実施率は達成しています。

食品衛生法 飲食に起因する衛生上の危害の発生

なお、違反、訴訟等も過去3年間ありませんでした。

食品リサイクル法

省エネ法

廃棄物処理法
適用される法規制

騒音規制法
振動規制法
水質汚濁防止法
下水道法 除害施設

食品廃棄物（多量発生事業者定期報告義務）

空気圧縮機
煮湯設備、洗浄設備

　当社は、私たちの企業活動そのものがＣＳＲであるという考えのもと、食糧資源や地下資源を大切に使い、豊かな自然環境
を将来の世代へ継承することを責務と考え、環境負荷の低減に全社一丸となって取り組んでまいります。製造現場におけるム
ダを削減し環境負荷を低減する環境経営の取り組みこそが、経営力の向上に繋がると考えております。

　２０２1年7月からエコアクション２１「環境経営システム」の取り組みを開始してから1年が経過しました。明確な成果はまだ少
なく、目標値に達しない項目も多々ありますが、生産の現場では節電・節水等の省エネに対する取り組みはもちろんのこと、日
頃から取り組んでいるロスの削減も環境負荷の改善に大きく関わることへの理解が深まりつつあります。環境経営システムの
導入による「見える化」で、目標と成果が従業員にも明確に伝わり、目標達成に向けた行動の変化が感じ取れます。

　今後も引き続き、環境経営方針、環境経営理念、環境経営目標・経営計画の周知徹底を進め、従業員全員参加の下、環境
意識の更なる向上を図り、環境負荷改善の目標を達成するための活動を実践いたします。

適用される事項（施設・物質・事業活動等）

特定事業所

一般廃棄物、産業廃棄物（動植物性残さ、廃プラ、汚泥、廃油等）
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